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1. 平成29年3月期の連結業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 13,724 11.8 1,544 5.7 1,620 4.1 1,010 △0.7

28年3月期 12,277 2.8 1,461 △0.4 1,555 2.0 1,017 8.1

（注）包括利益 29年3月期　　1,116百万円 （50.0％） 28年3月期　　744百万円 （△36.3％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

29年3月期 73.99 70.98 13.4 13.7 11.3

28年3月期 75.26 72.68 14.9 15.0 11.8

（参考） 持分法投資損益 29年3月期 28百万円 28年3月期 16百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 12,796 8,564 62.6 586.34

28年3月期 10,772 7,283 65.5 517.10

（参考） 自己資本 29年3月期 8,016百万円 28年3月期 7,055百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

29年3月期 1,717 △1,585 322 5,673

28年3月期 1,274 733 △278 5,268

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

28年3月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00 271 26.3 4.0

29年3月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00 272 27.0 3.6

30年3月期(予想) ― 10.00 ― 10.00 20.00 26.6

3. 平成30年 3月期の連結業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 7,235 10.1 780 1.0 815 △0.2 501 △6.0 36.64

通期 15,208 10.8 1,603 3.8 1,673 3.3 1,029 1.9 75.26



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　有

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

（注）詳細については、決算短信（添付資料）13ページ「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご参照く
ださい。

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年3月期 13,775,139 株 28年3月期 13,775,139 株

② 期末自己株式数 29年3月期 102,623 株 28年3月期 131,292 株

③ 期中平均株式数 29年3月期 13,653,741 株 28年3月期 13,523,559 株

（参考）個別業績の概要

平成29年3月期の個別業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 1,263 3.5 526 △5.8 556 △9.5 834 43.0

28年3月期 1,220 1.4 558 7.2 615 7.8 583 23.5

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

29年3月期 61.14 59.03

28年3月期 43.17 41.70

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 6,076 5,678 92.8 412.59

28年3月期 5,558 5,300 94.3 384.02

（参考） 自己資本 29年3月期 5,641百万円 28年3月期 5,239百万円

※ 決算短信は監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び
業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、決算短信（添付資料）４ページ「１.経営成績等の概況　（４）今後の見通し」をご参照ください。
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１．経営成績等の概況 

（１）当期の経営成績の概況 

当期の経営成績の概況 

当連結会計年度におけるわが国経済は、中国経済の減速や米国新政権の今後の政策への懸念な

ど、先行きは依然として不透明感はあるものの、企業収益や雇用環境に改善がみられ緩やかな回

復基調を持続しております。 

当社グループが属するＩＴ業界は、ＥＣ市場及びインターネット広告市場の拡大を背景とした

ネット通販サイトの構築需要やインターネット広告需要が拡大しております。また、企業の相次

ぐ情報漏えい事件の影響によりセキュリティへのＩＴ投資意欲の高まりやクラウドサービス市場

の拡大を背景としたクラウドサービス需要が拡大するなど、企業のＩＴ投資は順調に推移いたし

ました。 

このような状況の中で、当社グループはＥＣサイト構築パッケージ「ｅｃｂｅｉｎｇ」を活用

したＥＣソリューション事業の業績拡大に注力したことに加え、セキュリティビジネスや当社独

自のサービスである「ＳＣクラウド」の拡大に注力してまいりました。 

また、連結子会社である株式会社エイトレッドが平成28年12月22日に東京証券取引所マザーズ

市場へ上場いたしました。 

これらの結果、売上高は137億24百万円（前期比11.8％増）、営業利益は15億44百万円（同5.7％

増）、経常利益は16億20百万円（同4.1％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は10億10百万円（同

0.7％減）となりました。 

 

当連結会計年度におけるセグメントの業績の概要は、次のとおりであります。 

（ＥＣソリューション事業） 

ＥＣサイト構築パッケージ「ｅｃｂｅｉｎｇ」の販売、カスタマイズ及びデータセンターでの

ホスティングサービスの提供に加えて、プロモーション等の付加価値サービスを提供し、トータ

ル的なＥＣソリューションを提供しております。 

ＥＣソリューション事業は、インターネット広告売上高、ＥＣサイト構築パッケージ「ｅｃｂ

ｅｉｎｇ」の販売、保守及びホスティング売上高が伸長したことにより、売上高は64億48百万円

（前期比10.5％増）、セグメント利益（経常利益）は13億68百万円（同1.2％増）となりました。 

（システムインテグレーション事業） 

当社グループが開発した３つのソフトウェアプロダクト（「Ｘ－ｐｏｉｎｔ」、「ＡｇｉｌｅＷｏ

ｒｋｓ」、「Ｌ２Ｂｌｏｃｋｅｒ」）の販売、ネットワーク構築を提供しております。 

システムインテグレーション事業は、ワークフロー「Ｘ－ｐｏｉｎｔ」のプロダクト売上高が

伸長しました。また、ネットワーク構築売上高及び当社独自のサービスである「ＳＣクラウド」

のクラウドサービス売上高の伸長により、売上高は32億61百万円（前期比24.5％増）、セグメント

利益（経常利益）は８億64百万円（同17.8％増）となりました。 

（物品販売事業） 

法人顧客向けにパソコン及びサーバー等のＩＴ機器の販売、市販パッケージソフトウェアを提

供しております。 

物品販売事業は、パソコンの販売が増加したこと等により、売上高は40億14百万円（前期比5.1％

増）、セグメント利益（経常利益）は１億２百万円（同28.1％増）となりました。 
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（２）当期の財政状態の概況 

（資産） 

流動資産は、前連結会計年度末に比べ16.6％増加し、95億74百万円となりました。これは、主

に現金及び預金が13億４百万円増加したこと等によるものであります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べ25.9％増加し、32億21百万円となりました。これは、主

に投資有価証券が５億２百万円増加したこと等によるものであります。 

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて18.8％増加し、127億96百万円となりました。 

（負債） 

流動負債は、前連結会計年度末に比べ21.5％増加し、31億62百万円となりました。これは、主

に未払法人税等が２億67百万円、買掛金が64百万円増加したこと等によるものであります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べ20.5％増加し、10億69百万円となりました。これは、主

に退職給付に係る負債が１億25百万円、繰延税金負債が42百万円増加したこと等によるものであ

ります。 

この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べ21.3％増加し、42億31百万円となりました。 

（純資産） 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ17.6％増加し、85億64百万円となりました。これは、

主に資本剰余金が３億42百万円、利益剰余金が５億73百万円、非支配株主持分が３億43百万円増

加したこと等によるものであります。 

 

（３）当期のキャッシュ・フローの概況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末

と比較して４億５百万円増加し、56億73百万円となりました。当連結会計年度における各キャッ

シュ・フローの状況とそれらの増減要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、17億17百万円（前期は12億74百万円の獲得）となりました。

これは、主に法人税等の支払が５億24百万円あったものの、税金等調整前当期純利益が16億13百

万円、減価償却費が３億14百万円、退職給付に係る負債の増加が１億77百万円、未払金の増加が

１億29百万円あったこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、15億85百万円（前期は７億33百万円の獲得）となりました。

これは、主に有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による収入が12億円あったものの、投資

有価証券の取得による支出が23億55百万円、有形・無形固定資産の取得による支出が３億51百万

円あったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、３億22百万円（前期は２億78百万円の使用）となりました。

これは、自己株式の取得による支出が３億43百万円、配当金の支払が２億88百万円あったものの、

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の売却による収入が４億80百万円、少数株主からの払込

による収入が３億31百万円、ストックオプションの行使による収入が１億43百万円あったことに

よるものであります。 
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（キャッシュ･フロー指標の推移） 

 平成28年３月期 

(連結) 

平成29年３月期 

(連結) 

自己資本比率(％) 65.5 62.6 

時価ベースの自己資本比率(％) 102.5 136.7 

キャッシュ・フロー対有利子負債率(％) ― ― 

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) ― ― 

(注)１ 各指標は、以下の計算式により算出しております。 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ･フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

２ 株式の時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

３ 有利子負債がないため、キャッシュ・フロー対有利子負債率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは 

記載しておりません。 

 

（４）今後の見通し 

今後の見通しにつきましては、ＥＣソリューション事業において、ＥＣ市場及びインターネッ

ト広告市場の拡大を背景としたネット通販サイトの構築需要やインターネット広告需要が拡大す

ることを想定しております。そのほか、システムインテグレーション事業において、企業の相次

ぐ情報漏えい事件の影響によるセキュリティへのＩＴ投資意欲の高まりや、クラウドサービス市

場の拡大を背景としたクラウドサービス需要の拡大により、売上増及び利益増を想定しておりま

す。 

また、費用面については、製品機能の充実のための費用増や、知名度向上のための広告宣伝費

の増加及び新卒社員の積極的な人材採用による採用費の増加等はあるものの、ＥＣソリューショ

ン事業売上高及びシステムインテグレーション事業売上高の拡大に伴う利益増が吸収し、利益は

増益を想定しております。 

次期の連結業績予想につきましては、売上高は152億８百万円（前期比10.8％増）、営業利益は

16億３百万円（同3.8％増）、経常利益は16億73百万円（同3.3％増）、親会社株主に帰属する当期

純利益は10億29百万円（同1.9％増）を計画しております。 

 

（５）継続企業の前提に関する重要事象等 

該当事項はありません。 

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

 当社グループの利害関係者の多くは、国内の株主、債権者、取引先等であり、海外からの資金調達の必

要性が乏しいため、会計基準につきましては日本基準を適用しております。 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

    該当事項はありません。 

 

（会計方針の変更） 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以

後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しておりま

す。 

これによる損益に与える影響は、軽微であります。 

 

（表示方法の変更） 

（連結損益計算書） 

前連結会計年度において、区分掲記しておりました「営業外費用」の「自己株式取得費用」は、

金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しており

ます。 

この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っており

ます。 

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「自己株式取得費用」

に表示していた426千円は、「その他」として組み替えております。 

 

（セグメント情報等） 

１ 報告セグメントの概要 

（１）報告セグメントの決定方法 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手

可能であり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う

対象となっているものであります。 

当社グループは、子会社に製品・サービス別の事業部門を設置し、各事業部門は、取り扱う製

品・サービスについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

したがって、当社グループは、事業部門を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成

されており、「ＥＣソリューション事業」、「システムインテグレーション事業」及び「物品販売事

業」の３つを報告セグメントとしております。 

 

（２）各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類 

「ＥＣソリューション事業」は、ＥＣサイト構築パッケージ「ｅｃｂｅｉｎｇ」のパッケージ

ソフトの販売、カスタマイズ及びデータセンターでのホスティングサービスの提供に加えて、Ｓ

ＥＯ対策及びプロモーション等の付加価値サービスを提供し、トータル的なＥＣソリューション

を提供しております。 

「システムインテグレーション事業」は、当社グループが開発した３つのソフトウェアプロダ

クト（Ｘ－ｐｏｉｎｔ、ＡｇｉｌｅＷｏｒｋｓ、Ｌ２Ｂｌｏｃｋｅｒ）の販売、ネットワーク構

築を提供しております。 

「物品販売事業」は、パソコン及びサーバー等のＩＴ機器の販売、市販パッケージソフトウェ

アを販売しております。  
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２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日）        

（単位：千円） 

 
ＥＣソリュー

ション事業 

システムイ

ンテグレー

ション事業 

物品販売 

事業 
合計 

調整額 

（注）１ 

連結財務 

諸表計上額

（注）２ 

売上高       

外部顧客に対する売上高 5,838,051 2,620,420 3,818,884 12,277,355 ― 12,277,355 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
7,862 46,432 199,398 253,693 △253,693 ― 

計 5,845,913 2,666,853 4,018,282 12,531,049 △253,693 12,277,355 

セグメント利益 1,351,903 733,740 79,617 2,165,261 △609,440 1,555,820 

セグメント資産 1,662,051 1,014,691 879,815 3,556,558 7,216,384 10,772,942 

その他の項目       

減価償却費 112,706 123,999 2,268 238,975 31,489 270,465 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
155,393 297,387 ― 452,780 6,153 458,933 

(注)１ セグメント利益の調整額△609,440千円は、セグメント間取引143,736千円、その他調整額△132,493千円、各報告
セグメントに配分していない全社費用△620,682千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰
属しない一般管理費であります。 

２ セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

 

当連結会計年度（自 平成 28年４月１日 至 平成 29年３月 31 日）              

(単位：千円) 

 
ＥＣソリュー

ション事業 

システムイ

ンテグレー

ション事業 

物品販売 

事業 
合計 

調整額 

（注）１ 

連結財務 

諸表計上額

（注）２ 

売上高       

外部顧客に対する売上高 6,448,230 3,261,516 4,014,435 13,724,181 ― 13,724,181 

セグメント間の内部売上

高又は振替高 
15,345 105,007 198,216 318,569 △318,569 ― 

計 6,463,575 3,366,523 4,212,651 14,042,750 △318,569 13,724,181 

セグメント利益 1,368,245 864,413 102,008 2,334,666 △714,411 1,620,255 

セグメント資産 2,230,671 1,062,750 831,052 4,124,474 8,671,683 12,796,157 

その他の項目       

減価償却費 134,156 146,859 2,614 283,629 31,033 314,663 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
153,767 182,722 5,040 341,530 28,280 369,810 

(注)１ セグメント利益の調整額△714,411千円は、セグメント間取引68,842千円、その他調整額△118,151千円、各報告
セグメントに配分していない全社費用△665,103千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰
属しない一般管理費であります。 

２ セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

 

３ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

        該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日） 

１株当たり純資産額 517円10銭 586円34銭 

１株当たり当期純利益金額    75円26銭    73円99銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 72円68銭 70円98銭 

(注)１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。  

項目 
前連結会計年度 

（自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益金額（千円） 1,017,766 1,010,192 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益金額

（千円） 
1,017,766 1,010,192 

普通株式の期中平均株式数（株） 13,523,559 13,653,741 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額（千円） ― △6,342 

（うち連結子会社の潜在株式による調整額） （―） （△6,342） 

普通株式増加数（株） 479,095 488,082 

 （うち新株予約権（株）） （479,095） （488,082） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式の概要 
― ― 

 

（重要な後発事象） 

（自己株式の取得） 

当社は、平成29年３月31日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用

される同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議いたしました。 

 

１ 自己株式の取得を行う理由 

株主還元水準の向上を図るとともに、経営環境の変化に応じて機動的な資本政策を遂行するため。 

２ 取得する株式の種類   当社普通株式 

３ 取得する株式の総数   133,000株（上限） 

４ 株式の取得価額の総額  200,000,000円（上限） 

５ 取得期間        平成29年４月１日から29年５月31日まで 

６ 取得方法        東京証券取引所における市場買付け 
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５．その他 

（１）役員の異動 

① 退任予定取締役（平成29年６月21日退任予定） 

  取締役 畠中 健二（会社法第２条第15号に規定する社外取締役） 
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